
入　札　公　告 

 

  一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条

の６の規定に基づき、公告する。 

 

令和７年５月２３日 

下関市長　前田　晋太郎 

 

 

１．件名 

　　市有財産売払【下関市豊浦町大字川棚字道中江 4891 番 1 外 1 筆（建物付）】 

（豊浦総合支所市民生活課） 

 

２．売払物件：（土地・建物） 

(1)土地と建物（消費税抜）の総額を合わせた金額を入札します。 

(2)入札価格の土地価格と建物価格の内訳は、予定価格の土地価格と建物価格の比率によ

り、市が決定します。 

(3)売却価格は、(2)で決定した土地価格と(2)で決定した建物価格に建物価格の 10％に

相当する額を加算した価格の合計とします。 

 

３．競争参加者に必要な資格 

地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当しない者、及び暴力団員による不当

な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第７７号)第２条第６号に規定する暴力団

員(法人の場合は、代表者､役員又は実質的に経営を支配する者)に該当しない者である

こと。 

 
物件

番号
区分 所  在  地

地目 

または 

種類（構造）

地 積 

または 

床面積（㎡）

都市計画上 

の制限等

予定価格 

（最低入札価格） 

（円）

 

１

土地

豊浦町大字川棚字道中江

４８９１番１
宅 地 396.69

第一種住居地域

38,400,000 

内訳 

土地 24,700,000 

建物 13,700,000

 豊浦町大字川棚字道中江

４８９２番１
宅 地 2,944.10

 

建物

豊浦町大字川棚字道中江

４８９２番地１ 
（家屋番号４８９２番１）

事務所 
（鉄筋コンクリ

ート・鉄骨造陸

屋根平家建）

890.85

 倉庫 
（木造ストレー

トぶき平家建）

20.62

 機械室 
（コンクリート

ブロック造陸屋

根平家建）

2.42



４．入札心得書及び契約条項を示す場所及び入札場所 

（１）入札心得書及び契約条項を示す場所 

    下関市南部町１番１号  下関市役所本庁舎東棟４階　資産経営課 

  （２）入札場所 

        下関市南部町１番１号　下関市役所本庁舎西棟５階　大会議室 

 

５．入札及び開札の日時 

  （１）入札  令和７年７月１日(火) 午前１０時から（受付:午前９時から） 

　　　　　　　※郵便による入札は不可 

（２）開札　入札締切後直ちに開札 

 

６．入札の無効 

（１）入札に参加する資格のない者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札

は無効とする。 

（２）次に掲げるもののいずれかに該当する入札は無効とする。 

　ア　入札に参加する者に必要な資格のない者のした入札 

イ　委任状を提出しない代理人のした入札 

ウ　記名押印のない入札又は誤字、脱字等があることにより意思表示が不明瞭で

ある入札 

エ　入札事項を表示せず、又は一定の金額をもって価格を表示しない入札 

オ　単価を記入した入札（総額を併記した入札を含む） 

カ　同一人が同一物件に対して２通以上した入札 

キ　他人の代理人を兼ね、又は２人以上の代理をした者の入札 

ク　入札保証金が所定の額に達しない者のした入札 

ケ　入札金額が予定価格（最低入札価格）に達しない入札 

コ　入札金額を訂正した入札      

   

７．入札保証金 

各自入札金額の１００分の５（円位未満切上げ）以上に相当する金額を現金により

入札開始前に納入すること。この入札保証金を還付する場合には利息を付さない。 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

８．契約不履行　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

    落札者が落札決定の日から５日（土日祝日を除く）以内に契約を締結しない場合に

は、第７項の入札保証金は市に帰属する。 

 

９．契約書作成の要否及び代金支払方法 

契約書の作成を要し、代金は契約締結と同時又は契約締結後２０日以内に支払うこ

ととする。なお、売買契約締結の日から起算して２０日目が、土・日曜日及び祝日

等、金融機関の休業日となる場合には、直前の金融機関の営業日を納付期限とする。 

 

１０．現地説明の日時及び場所 

  （１）日時    令和７年６月１８日（水）　午前１０時から 

  （２）場所    物件の所在地 



１１．その他 

（１）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第７７号)第２

条第２号に規定する暴力団の事務所の用に供してはならない。 

（２）市有財産売買契約締結の日から５年間、本物件を風俗営業等の規制及び業務の

適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条第１項に定める風俗

営業、同条第５項に定める性風俗関連特殊営業その他これらに類する業の用に供

してはならない。 

（３）上記（１）及び（２）に違反した場合は、市の定める金額を違約金として市に

支払わなければならない。 

（４）入札書等の契約に関する書類の作成に当たっては、記載した文字等を容易に消

去することのできる筆記用具（消せるボールペン等）を使用しないこと。 

 

以 上 公 告 す る 。 

 

 


